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2.研 究のね らい ・目的

本計画研究の第1年 度の作業を通 して、我 々が設定 した 「地域発展の固有論理」という課題

に対 して 「発展の地域性」を明 らかにしてい くという方向が最 も有効ではなか ろうかという結

論に達 した。生活生活の組織原理 といった 「地域の基底で慣性的な特性」としての固有性、固

有論理ではな くて、変動に対する特性という意味での地域性 とい う概念を用いて、発展にみ ら

れる地域の個性 という意味での 「発展の地域性」を明 らかに していこうという訳である。本年

度は、この点を研究の中心的焦点 として設定 した。

それと同時に、 この重点領域研究がもうす ぐ後半の2ヶ 年 に入 ろうとしている以上、そろそ

ろ 「地域」 「地域研究」という課題に本格的に取 り組む必要があろう。ある範域にある社会の

持つ 「最 も大きな特徴」を明 らかにしていこうとする地域研究にとって、 「地域」の地理的範

囲にこだわる必要があることはほぼ 自明で あり、そ こで他か らは 「わけ られた」存在 として

「地域を括 りだす」作業が死活の重要性を持 って くるはずだ と考えることはまさに正統的であ

る。 しか し同時に、 こういう作業 は結果として 「地域区分」に終わって しまうのではないかと

いう批判もそれな りに有意味である。 この立場 に立つ ときは、本当に生きた地域像をっかまえ

るためには、地域のもっ個性的多様性を強調す るだけではな くて、その多様な地域の中にどの

ような 「っな ぐ論理」が埋め込まれているのか、そしてまたそういう関係の論理が地域を越え

て どのようにひろがっているのかを見定めることがよ り知的に生産的な研究課題であるという

ことになって くる。

さて、現代の経済学 とは、 この後者の 「つな ぐ論理」を唯一の軸として世界のダイナ ミズム

を読み解いていこうとしているといって間違いない。そういう経済学者の中では、冷戦後、大
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きな政治イデオロギーの役割が相対的に低下 して しまい国際社会の中で経済競争だけが突 出し

て 「重要な問題」とされ るようになってきた流れに対応 して、 「つな ぐ」論理のひとつである

自由競争経済ルールだけによって世界を律 してい くべき一つ まり 「くくって」い くべき一 であ

るという主張が最 も力をえた ものとなっている。経済学者が こういう主張をする根拠にな って

いる自由な る市場経済 という 「普遍論理」の理論的枠組の下では、ユニバーサルな世界経済 シ

ステムの中で利用 しうる比較優位 とは何か とい う点で しか、地域の個性が認識されていない。

こういう経済学説には、市場経済はその形式面では確かに普遍的に見えるが、その実際の運

営 ・展開の面ではかな り地域性をおびたものとなっているという、さめた認識が全然見 られて

ないことは閥違いなさそ うである。

どうも経済学 ・開発論を学ぷ立場か らも、 こういう 「地域性」の具体的あ り様を考慮にいれ

る視点か ら、ある範囲にある地域をひとつの地域単位として 「くくってみる」必要がありそ う

である。そ して、そういう 「くくり」ができては じめて 「市場経済のもつ個性」を相互に認め

合 うような 「共存を取 り入れた多相的経済 自由主義ルール」(村 上泰亮r反 古典の政治経済学』)

の設計が可能にな って くるはずである。 こういう経済 自由主義のルールについても、本年度か

らそろそろ本格的検討 を加えてい くことにした。

3.平 成6年 度 の研 究経過

第一に、 この研究班 に関連 して いる2つ の公募研究班と共同で、地域発展の固有論理を明ら

かにすべ く、研究会を開催 した。そこでは、経済 ・農業発展のプ ロセスに、同 じ東南アジア地

域内で も大きな差異がみ られること、そういう差異を生み出す要因の一つとしてデルタ地帯や

熱帯雨林 といった生態系が重要で あるとい うこと、な らびにこのような差異を取 り入れた発展

の指標をどう作るかと言った方法論的問題が議論 された。

第二は、11月 に開催 された研究集会 「発展の地域性」を組織 したことである。 この研究集会

の準備段階としてまず他の計画研究班 との共同で東南 アジア地域の個性を明 らかにするべ く地

域間比較の研究会を開催 し、主 として南アジアとの比較検討を行 った。その成果はすでに重点

領域研究の成果 シリーズの一冊 として公表 されている。こういう準備作業を した上で、主 とし

て経済史 という視点に焦点を当てた束、東南、南、西 アジアの比較を通 して、 「発展の地域性」

をどうつか まえるのかに関する研究集会を組織 した。その成果は、近 々成果シ リーズの一冊と

して公表される予定である。

第三は、 「地域 と生態」計画研究班 と共 同して、年度末の 「地域と生態」と題するシンポジ
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ウムを企画 したことである。そこでは、 この研究班 としては、生態環境 と地域社会 とを直接的

に関連づける風土論風の研究 だけではな くて、最新になって世界中の至 るところでダイナ ミッ

クな展開を示 している開発 という第3項 を介在 させることであらためて地域社会と生態環境 と

の相互作用 ・関連のあり様を解きあか してみ る研究視角の必要性を強調 しておいた。このシン

ポジウムでの議論 も、近 々成果シ リーズとして公表 され る予定である。

このシンポジウムの企画 と関連 して、研究代表者は東南ア ジア内にみ られる発展の地域性を

解明 しうる一つの理論仮説 として 「経済 ・社会 ・生態力学」の構想をつめる作業を開始 した。

その今年度中の一応の結論を 「経済 ・社会 ・生態力学の構築 にむけて」として公表 した。

第四に、研究代表者はこの重点領域の最終研究目標 とされている 「地域 と世界の共存のパラ

ダイム」に少 しで も接近する目的で、現代国際経済関係を律するルールとして盛んに議論 され

ている 「公正貿易論」についての検討作業を行 った。 この検討作業には、香川孝三(神 戸大学

国際協力研究科教授)吾 郷真一(九 州大学法学部教授)、 両氏の協力を得た。その成果を、

「経済 自由主義ル ールの新たなる構図を求めて」 として公表 した。

最後に、本研究班に属する原 ・末廣 ・海田 ・井上は、文部省科学研究費国際学術調査 ・末廣

昭代表 「地域発展の固有論理」のメンバ ーとして、東南アジア各地での現地調査に参加 した。

その成果の一部は、 「総合的地域研究第9号 」に公表される予定である。

4.研 究 の成果 とフ ロンテ ィア

ここでは、研究代表者が本年度 中に集 中して検討を加えてきた2つ の課題 について報告 して

おきたい。

4.1.経 済 自由主義ルールの新たなる構図を求めて

冷戦が終わ り特 に経済体制の面では市場経済以外の選択肢がな くな ってきた現代世界におい

て、国際 ・世界経済を律 し秩序づけるルールとしては古典的な意味での経済 自由主義 しか存在

していないという考え方が声高にさけばれている。冷戦後政治的イデオ ロギーの対立がもはや

ほぼ意味を失ったことか ら経済競争だけが突出 して国際杜会のなかで重要な問題 とな ってきた

現代世界の潮流に反応 して、経済学者は自由経済 ・自由競争 とい う普遍ルールによって これか

らの国際 ・世界経済を律 していくべきであると強 く主 張しは じめている。1995年 はじめか ら動

きは じめた世界貿易機構WTOの 背景 となっている経済論理やAPECボ ゴール宣言の根拠 と

なって賢人会議報告を支えている経済 ドク トリンが この経済 自由主義の学説であることは間違

いない。
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こういう経済 自由主義ルールの普遍性を理論的に正統化 させている新古典学派の市場経済理

論が、経済発展の段階ないし局面 に対応 して市場経済の運営ルール、特に政府の市場への介入

政策をある程度変化させることは必要であるという経済発展段階論的認識を、時 として許容す

ることはある。 しか しこの許容はあ くまで普遍ルールへの一時的な補足で しかないのである。

WTOに おける国際貿易ルールが、ほんの一部の最貧 国だけを除いて、先進国 ・発展途上国を

問わず基本的には全 く同 じものでなければな らないとされている事態に この点は過不足な く示

されているといってよい。冷戦後の世界は、市場経済体制の普遍化にともない、民間企業間で

の国際的競争を主軸 として展開 してい くことになるが、その時の企業が守るべき国際ルールは

先進国 ・発展途上 国を問わず基本 的に同じものでなければな らないという訳である。

さらに ここで強調 しておきたいのは、 こういう新古典派の市場経済理論が、市場経済の発達

が生起 して くる地域の歴史や社会構造の差異 に応 じて多様な展開を示す ものであるという 「発

展の地域性」を認めるような理論体系になっていないという重要な問題点である。世界中に存

在 している多様な地域を、経済の展開の面でも何が しかの個性を もつ範域 として認識 してみよ

うとい う地域研究がめ ざしている 「わける論理」 とい った知的作業は、現在支配的な新古典派

の経済理論の体系のどこにも占め るべき場所を見つ けることが出来ないのである。 この経済学

のなかでは、経済 自由主義ルール という美名の下に、地域 と地域とを 「つな ぐ論理」のひとつ

の形だけが極端に肥大化 されて主張されているといって間違いにはならないであろう。こうい

う新古典派 の国際経済学の知的パラダイムの枠内では、普遍的 とされ る国際貿易システムのな

かで利用 され うる比較優位とは何かという形で しか、各地域の もつ個性が とらえ られないので

ある。

経済発展段階論す ら単に補足 として しか認めず、ま して市場経済発達 ・展開に地域 ごとの個

性があらわれるといった事態を素直に認める知的余裕のない経済理論に立脚 した経済 自由主義

ルール といったものが、果た して これか らの国際 ・世界経済を律す る基準 としてどれ位有効な

もの といえ るのであろ うか。 自らの論理構造を どうしても捨てようとしない新古典派流の普遍

主義の論理か らは、世界 と地域の共存を考える有効な知的パ ラダイムが生まれてきそうもない

ことは、もはや明 らかであろう。そ こで 「わける論理」を知的前提とした ときの 「つな ぐ論理」

とはどのような ものでなければな らないかを、国際社会を律するルール として提出されている

経済的 自由主義の検討を通 して考えてみた訳である。その詳細は、前記の報告書に書き しる し

た通 りである。
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4.2.経 済 ・社会 ・生態力学の構築にむけて

いうまで もな く我 々人間 ・人類は、多様な生態圏のなかで生活 している訳であるが、 この人

間の諸活動特に経済活動は生態系 との関係でほぼ以下のような3つ の基本類型にわけることが

可能であろう。

第一は、自らの住む生態空間の もつ 自然生態系に埋め こまれた活動である。大陸山地での焼

畑や肥沃な火山島という生態系の条件に埋めこまれたジャワ農民の水稲耕作が この代表であろ

う。その場の生態系に埋めこまれているという意味で、 これ らはまさに属地的生業 ・生活 とも

いえるものとなっている。

第二は、生態系か ら離陸 した人 間活動であるが、多様な生態系の差異が生み出す特産物の交

易を組織 し局地的 にその生態圏の外部か ら新 しい経済的刺激をもちこんで くる商人の活動が こ

の典型例である。生態系というその場その場の土地か ら切 りはな されているとい う意味で、商

人の経済活動は脱生態系的ないし属人的生業 ・生活 といってよいであろう。

第三は、生態系の条件を 自己流に改造 していこうという人間活動である。特にここでは、近

代 ヨーロヅパで産業革命が成立 した以降、資本主義的大企業によって展開 させ られてきた活動

をその中心の もの として とらえておきたい。

以上のべた3つ の類型の人間の経済活動が、時には激 しい対立を示 しなが らも、相互 に影響

し浸透 しあうことを通 して、東南 アジア地域内に存在 している多様な生態圏 ・生態空間におい

て、過去か ら現在 にか けて開発ないし発展 と名づけられている経済変化が生起 して きている訳

である。

ここで、経済発展の 「中心 と周辺」 という空間的配置ない し地理学的構図について簡単 にふ

れてお くことは無駄ではなか ろう。重層構成をもった市場取引のネ ッ トワークとい う規模か ら

は、分離 してる多様 ・多相 なネッ トワークをそ こに見 い出される差異をた くみに利用するべ く

結節 させる経済活動 こそが、経済発展の中心ない し核 となる 「企業家」的経済活動 となって く

る。そういう活動を組織的に展開 しうる能力を もった者こそが資本主義の担い手である。そう

いう多様なネ ットワークを結節させようとす る大商人達は、相互に競争 しあいなが らも、同時

に同 じ仲間 として協力 ・協調することからも、多大の利益を得 ることとなる。そのため、彼等

はなるべ く同 じ場所に住居 して、種々の経済的機会に関す る情報を相互 に交換することを通 し

ての 「ネッ トワーク外部効果」とでも言える経済的利益を確保 しようとすることになる。 こう

い う場所である都市 こそが、まさに 「発展の中心」となる空間である。

こういう商人に対比 してみるとき、生態系に埋めこまれた経済活動をおこな うヒ トビ トは商
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人によって結び付けられた拡大 してい く取引のネ ットワークの一環を担 いはするが、彼等が利

用 しうるネ ッ トワークが大層限られたもの とな っていることは間違いない。生態系 に埋め こま

れた経済活動は、その利用 しうるネ ットワークが限定 されているとい う事態によって、経済発

展の中心を担 う活動 とはなりえず、いわば 「経済発展の周辺」という空間的地理学的位置にと

どめられ ることになって くるのである。都市の外に位置す る多様な生態空間は、常に経済発展

の周辺 として しか位置づけられない運命 にあるといってよいであろう。

東南アジアの歴史を通 じて大き く展望 してみて も、前近代 ・近代そ して現代を問わず、その

時々の発展の中心が大商人の住む都市であ ったことは間違いない。そ して現在経済活動の激 し

いス ピー ドでのグローバ ライゼー ションの圧力の もとにすすめ られている発展は、歴史を通 じ

てみ られる都市を中核 とす る発展をよ り徹底化 させるもの とな っている。海 に面 した交易都市

は、世界資本主義システムの もつダイナ ミズムを 自らのエネルギーとして、経済のグローバ ラ

イゼーションのなかで無限に拡大 してい く動きを示 しているといって もよい。 しか し、このよ

うな都市中心の限界を知 らないかのような発展 ・開発が、都市の外 に位置 している多様な生態

圏 ・生態空間で、我々人類の生存ともかかわるような重大な問題を顕在化 させていることを見

落 とす訳にはいかない。

以上のような開発過程のすすみ方を前提 として、特に環境悪化が激 しい各種の生態圏での ヒ

トビ トの生態と経済とへのかかわ りを、各地域で作 り出されている社会のあり様 という媒介項

を介在 させてみることでときあか してみようというのが、ここで構想 されて い る 「経 済 ・社

会 ・生態力学」である。そ こでは、 ヒトビ トが密なる社会関係を成熟 させているか否か といっ

た事態が、生態 と外部の市場経済への対応に強い影響力を与えていることが想定されている訳

である。その力学の構図のアウ ト・ラインは、これ また前記の報告書 に書きしるした通 りであ

る。

5.今 後の課題

過去2ヶ 年の研究経過をふまえて、今後以下の諸課題に焦点を当てて研究をすすめていく予

定である。

第1は 、東南アジア内諸地域の比較を通 して、この重点領域研究では言及されることが意外

に少ないフィリピンという地域が、発展という側面で示している特性を明らかにしていく作業

である。この課題は、今年度から開始 した国際学術調査の経過のなかで意識されたものである。

この国際学術調査と同時に、次年度以下タイとフィリピンとを専門とする公募研究班が出来る
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予定 もあるので、それ ら公募研究班と協力 して、主 としてタイとの比較作業を通 してフィリピ

ンの もつ経済 ・社会面での特性を明 らかにす る作業を本格化 させてい く予定である。

第2は 、本年度で終了 した中村班の研究成果をふまえて、 さらに一歩つっこんだ形での発展

の固有性 といったものを明らかに しうる経済指標の作成を試みてみることである。

過去2ヶ 年間、我々は主 として定性的な側面 に焦点を当てる形で、地域発展の固有論理 をさ

ぐって きたが、やは りそれだけでは不充分なので、何 らかの形で定量的な指標作 りが必要であ

ることは間違いない。そこで当研究斑 として もこの課題にとりくんでい く予定である。

第3は 、前記 した 「経済 ・社会 ・生態力学」の構想 をより立体化させてい く作業である。こ

の作業に関 しては、特に生態学研究者 との一層の組織化 された協力関係の構築を考えている。

そ して最後は、 これまた前記 した国際関係を律:する多相的経済 自由主義ルールの一層の具体

化である。この作業 こそが、 「地域発展の固有論理」班か らの 「地域 と世界の共存のパ ラダイ

ム」にむけての具体的提案 となる ものと考えている。

6.研 究 業 績(平 成6年 度 発 表 分)

原 洋之介

.r地 域研究 と経済学』重点領域研究 「総合的地域研究」成果報告書 シリーズ恥.6,1995.3.

「経 済 自由主義ルール の新 たなる構図を求めて」 「経済 ・社会 ・生態力学の構築にむけて」重点領域

研究 「地域発展の固有論理」班成果報告,ig95.3.

末 廣 昭

「タイにおける拡大首都圏 と地方経済圏」 『総合 的地域研究 第9号 』1995.6.

海 田能宏

「デル タの個性 とい うこと一 チャオプ ラヤーデルタの景観 の変遷 をめ ぐって」 『総合的地域研究

第9号 』1995.6。

井上 眞

「イ ン ドネ シァ」永田信他r森 林資源あ利用 と自然の論理』農文協,1994.

高 阪 章

「社会主義国の市場経済移行」r大 阪大学経済学』1994.12.
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